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1． はじめに 

2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に発生した太平洋三陸沖

を震源とする東日本大震災は、東北を中心に関東から北

海道までの東日本一帯に甚大な被害をもたらした。この

ような大規模な災害では、自治体の対応だけでは限界が

あり、早期に実行性のある対策をとることが難しい。東

日本大震災では、自主防災組織が避難誘導や避難所運営

を行い、確かな効果が確認できた事例も多く存在する 1)。

近年、地域ぐるみで活動を行い、災害に対し早期的な活

動のできる自主防災組織は、多くの地方自治体の防災計

画にも組み込まれている。 

 自主防災組織の活動は、その名の通り自主的に行われ

るため、行政などが活動を強制することはできない。黒

田ら２）は、神奈川県川崎市の自主防災組織を対象とし

て組織の活動の程度を調査し、その結果、組織が形骸化

しているものが尐なくないということを示している。西

道ら３)は、神戸などの大規模な被害を経験している地域

と経験が尐ない地域とを調査し、災害経験による被害の

予測よりも役員の意識に差が生じることを示した。 

 本研究では、過去に中越地震と中越沖地震の２回の震

災を経験している柏崎市において、自主防災組織が現状

で、どのような活動を行っているのかを調査し、より充

実した活動を行うために、何が必要となるのかを検討し

た。 

 

2． 柏崎市の概要 

柏崎市の自主防災組織は平成 16 年の柏崎市の自主防

災組織の組織率は約 40％と低い値であったが、平成 16

年の中越地震と平成 19 年の中越沖地震の二度の大きな

震災を経験し、平成 26 年には 97.6％に上昇した。これ

は、全国の平均組織率 75.8％と比較しても非常に高い

値となっている。柏崎市では地震・津波・豪雨・豪雪の

自然災害に加え、原子力発電所関連する災害が想定され

る。 

 

3． 調査方法 

 活動を活発に行っている自主防災組織とコミュニティ

に対しヒアリング調査を実施した。その結果を受けて、

得られた回答が他の自主防災組織においても見られるか

を調べるため市内の全ての町内会に対し、アンケート調

査を行った。 

ヒアリング調査は、平成 25 年 11 月に 1つの町内会と 2

つのコミュニティに対して行った。柏崎市では、地区

 

図 1 自主防災組織の結成数の推移 

内のいくつかの町内会にまたがった大きな活動をする

場合、その取りまとめ等を行う組織をコミュニティと呼

んでいる。ヒアリングでは、中越沖地震時にどのような

活動が問題となったのか、現在はどのようにして活動を

進めているのかを中心に質問した。コミュニティに対し

ては、所属している複数の町内会に対する質問をした。 

アンケート調査は平成 26 年 7 月から 9 月の期間、柏

崎市内の 304 町内会に対し行った。アンケートは次の様

な事を質問した。 

 住民や要配慮者及び避難行動要支援者の把握状況 

 被災時に行う活動 

 中越沖地震を経験して見直した活動 

 現在行っている自主防災組織の活動 

 現在の町内会やコミュニティの活動 

 自主防災組織が抱えている課題とその対策 

 

4． 調査結果 

 ここでは紙面の関係から調査結果の一部について示す。 

(1） ヒアリング調査 

 調査をした全ての自主防災組織は、いずれも中越沖地

震発生時には、結成されていなかったか、活動をほとん

ど行っていなかった組織である。災害時には以下のよう

な問題が発生した 

 住民の安否確認の方法を決めておらず時間がかか

った 

  住民がそれぞれに対応したのでまとまった避難

ができなかった 

これらの問題を解消するために、町内会行事の実行委員

など近隣住民の交流の場としての町内会活動を積極的

平成26年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第71号Ｄ－１０



 

図 2 活動の自己評価 

に行う「顔の見える活動」を実施した。これにより日常

的な近所とのつながりから住民同士の関係が強くなり、

住民がまとまりをもった避難活動ができるようになって

いた。 

 それぞれの自主防災組織で活動の程度は異なる。柏崎

市でのコミュニティの働きは、それぞれの自主防災組織

に対しリーダーシップを発揮することにある。例えば、

避難所として同じコミュニティセンターを利用するため、

運営を主導し、避難誘導の方法や要支援者の把握など地

区で統一している。自由な自主防災組織の活動にある程

度の強制力を持たせられるコミュニティは、自主防災組

織の活動の底上げを行えるため重要であると考えられる。 

(2） 柏崎市の現状 

 アンケート調査では、304 町内会にアンケートの配布

を行い、200 の町内会から回答を得ることができた。 

 図 2は町内会が行っている防災活動にについて、どの

程度の活動を行っているのかを訪ねた結果である。活動

には家族名簿や世帯名簿の作成など多くの地域が行って

いる活動と、避難経路の作成などのあまり行われていな

い活動があることが分かる。 

 多くの活動を行っているものとあまり活動を行ってい

ないものにグループ分けを行い、グループによる活動の

違いを見ることとした。 

 町内の見回り・高齢者の把握・家族名簿や世帯名

簿の作成・コミュニティとの連携・緊急連絡網の

作成・防災資材の充実、の活動の回答が A・B 

 その他の活動の回答が A・B・C 

以上の条件を全 13 の活動の内、11 以上が満たすものを

グループ Aとしそうでないものをグループ Bとした。そ

の結果、グループ A は 74 町内会と全体の 1/3 程度の割

合を示した。 

図 3はグループ Aとグループ Bとを町内会活動で比較

したものである。グループ Aの多くの地域がコミュニテ

ィとの連携を行っており防災活動を進める上でコミュニ

ティとの連携・協力は重要であると考えられる。また、

グループ Aの方が町内の交流が深く PTA との協力や防犯 

対策、広報紙や便りの配布など幅の広い町内会活動を行

っていることが分かる。グループ Aとグループ Bに自主

防災組織としての活動で行っている工夫を聞くと、グル

ープ B は定期的な活動が大多数を占めているが、グル

 

図 3 町内会活動での比較 

ープ Aはグリーンデイなどの人が集まる機会に機材の点

検などを行ったり、広報等に力を入れるなど、幅広い町

内会活動を活かした防災活動を行っていることが分かっ

た。 

 

5． おわりに 

 本研究では、中越地震、中越沖地震と 2回の大規模な

震災を経験し、自主防災組織の結成が進んでいる柏崎市

を対象に、被災後どのようにして活動を進めているのか

を調査した。その結果、市が力を入れて取り組んでいる

高齢者の把握、世帯名簿や家族名簿の作成については多

くの地域で行われているとの回答がなされた。避難経路

の作成、防災情報の広報など防災資材の充実を除いて資

金と労力がかかる活動は傾向として十分に行われていな

いという事が分かった。また、全ての活動を十分に行っ

ている組織は全体の 1/3 程度と尐ない。活動を十分に行

っている組織とそうではない組織、この組織の差につい

て最も顕著に現れているのが町内会としての活動である。

アンケート結果からも活動の工夫として町内会活動に防

災活動の要素を落とし込むことが見られた。こういった

幅広い町内会の活動を行う事で、ヒアリング調査で聞か

れた「顔の見える活動」が防災活動に繋がってくると考

えられる。 

 ヒアリング調査を行ったコミュニティでは、避難訓練

や要支援者の確認方法など自主防災組織の活動を主導す

る役割を果たしていた。またアンケート調査では、防災

活動を多く行っている地域は、コミュニティとの連携や

協力をよく行っている傾向が見られた。このことから、

コミュニティと町内会の結びつきが強い地区では、コミ

ュニティの意識の向上によって自主防災組織の活動の底

上げを行うことができると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(3)  防犯対策についても議題にしばしば上る

(8)  新しく転入してくる住民との接触の機会がある

(9)  役員同士の懇親の機会は多い

(10) 広報紙や便りをまめに発行している

(13) 近隣の町内会・自主防災会と連絡や協力をすることがよくある

(14) コミュニティと連絡や協力をすることがよくある

(20) 学校のＰＴＡとの連絡や協力はよく行っている

(22) お祭りなどの活動を行っている

グループA

該当する やや該当する どちらともいえない あまり該当しない まったく該当しない 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(3)  防犯対策についても議題にしばしば上る

(8)  新しく転入してくる住民との接触の機会がある

(9)  役員同士の懇親の機会は多い

(10) 広報紙や便りをまめに発行している

(13) 近隣の町内会・自主防災会と連絡や協力をすることがよくある

(14) コミュニティと連絡や協力をすることがよくある

(20) 学校のＰＴＡとの連絡や協力はよく行っている

(22) お祭りなどの活動を行っている

グループB

はい いいえ 無回答
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